
群馬県子どもの居場所づくりアドバイザー設置事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 子どもの健やかな成長には、大人や仲間と関わり合いながら、生きていくのに必要

な知識や技術を身につけていく体験が不可欠である。 

現在、さまざまな事情で放課後や休日等をひとりで過ごす子どもが増加し、各地域で

家庭に代わって安心して過ごせ、大切なことを学べる居場所（ 以下「子どもの居場所」

という。）が求められている。 

そうした子どもの居場所づくりのさらなる推進及び円滑な運営を図るため、群馬県子

どもの居場所づくりアドバイザー設置事業を実施するものである。 

 

（事業の要件） 

第２条 子どもの居場所づくりアドバイザー（以下「アドバイザー」という。）の要件は、次

に掲げる要件を全て満たす者とする。 

 （１）本事業の趣旨を十分に理解している者 

（２）子どもの居場所を１年以上継続して開催している者 

（３）子どもの居場所の開設や運営に関して、適切な助言ができる者 

（４）子どもの居場所が抱える個別の課題や相談に対して、適切な助言ができる者 

 （５）自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者でないこと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者 

エ 暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者 

オ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

カ 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は

積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者 

ク 暴力団員と密接な交友関係を有する者 

 

（アドバイザーの活動内容） 

第３条 アドバイザーは、アドバイザー支援を希望する相談者（以下「相談者」という。）か

らの相談内容に応じて、以下の活動を行う。 

（１）各種相談の指導及び助言 

 （２）実地体験 

２ 前項（１）及び（２）の回数は、相談者１人当たり計５回を上限とする。ただし、子ど

も食堂（食事の提供を含む子どもの居場所）、学習支援（学習の支援を含む子どもの居場

所）及び遊び場等（適切な遊びや様々な体験活動を通じて生活習慣を身につけることが

できる事業や相談支援などを含む子どもの居場所）のいずれか又は全ての子どもの居場



所を提供していない市町村において、その提供していない子どもの居場所づくりを実施

するための相談の場合は、相談者１人当たり計１０回を上限とする。具体的な活動内容

については、アドバイザー及び相談者と事前に調整を行うものとする。 

なお、１回あたりの活動時間は、１時間以上とする。 

 ３ アドバイザーは、相談者に対し、第１項各号に掲げる活動のほか、電話やメールなど

で任意に補足的な支援を行うものとする。 

 

（委嘱手続き） 

第４条 知事は、第２条に掲げる要件を全て満たす者のうち、子どもの居場所づくりアドバ

イザー就任意向確認書（様式第１号）により就任の承諾を得られた者をアドバイザーに

委嘱する。 

２ 知事は前項の委嘱を行った者に対し、委嘱状（様式第２号）を交付する。 

 

（委嘱の取消） 

第５条 知事は、アドバイザーが次の各号のいずれかに該当するときには、その委嘱を取り

消すことができる。 

（１）アドバイザーから委嘱の取消の意思表示があり、やむを得ないと認められるとき。 

（２）アドバイザーとしてふさわしくない行為があったと認められるとき。 

（３）その他アドバイザーとしての活動の継続が困難又は不適当と認められるとき。 

 

（委嘱期間） 

第６条 アドバイザーの委嘱期間は、委嘱を行った日から当該日の属する年度の末日までと

する。ただし、再任は妨げない。 

 

（支援の手続） 

第７条 相談者は、子どもの居場所づくりアドバイザー相談申込書（様式第３号）を知事に

提出する。 

 ２ 知事は、提出のあった子どもの居場所づくりアドバイザー相談申込書を確認し、支援

が必要と判断した場合は、アドバイザーと調整を行った上で、支援を決定する。 

 

（支援計画書の作成） 

第８条 アドバイザーは、支援の決定後、相談者にヒアリングを実施し、支援計画書（様式

第４号）を作成の上、支援を決定した日から３０日以内に知事に提出するものとする。 

 

（支援実績の報告） 

第９条 アドバイザーは、支援計画書に基づく支援を行った場合は、支援実績報告書（様式

第５号）を作成し、支援を行った日の属する月の翌月末日までに知事に提出するものと

する。ただし、３月分については、３月３１日までに提出すること。 

 

（謝金の支払） 



第 10 条 知事は、アドバイザーから第９条に基づく支援実績報告書の提出を受けたときは、

その内容を確認し、適切と認められる場合は、速やかに謝金を支払うものとする。 

 

（謝金の額） 

第 11条 アドバイザーの活動に対する謝金の額は、１回当たり８，０００円とする。 

 

（個人情報の保護） 

第 12条 アドバイザーが本事業の実施に当たって知り得た個人情報は、アドバイザーの責任

の下で厳重に管理し、本人の承諾を得ずに他の目的に利用してはならない。 

２ アドバイザーは、個人情報の保護について、個人情報の保護に関する法律（平成 15年

法律第 57号）及び群馬県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和 4年群馬県条例第

76号）に規定する内容を遵守しなければならない。 

 

（その他） 

第 13条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

 

 

 

附則 

この要綱は、令和５年４月３日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


